
事業投資プロセス

事業投資マネジメントの高度化サービス

デロイト トーマツでは、ベストプラクティスに基づく投資管理規程テンプレート
や「SBF(Scenario Based Forecasting) モデル」等を、各企業の状況や
ニーズに応じカスタマイズすることで、事業投資マネジメントの高度化実現を
効率的かつ効果的にご支援いたします。

各ステップの目的と課題
投資管理の全体像

投資管理は、「①投資案の作成（ビジネスシナリオ立案）」「②事前評価（意思決定）」「③投資実行」「④事後評価」
「⑤出口戦略」の、5つのステップに整理できます。

目的

• 投資回収状況・リスク発現状況の事後評価

• 事業セグメントとキャッシュフロー生成単位の統合的な業績管理

制度

• キャッシュフロー生成単位ごとの投資の事後評価

課題

• 事後評価が実施されていない

• 投資の勝ち負けしか判定しておらず、打ち手につながらない

２.事前評価

（意思決定）

目的

• 中期経営計画での事業投資戦略の策定、予算編成

時の投資優先順位の策定

• 個別案件の起案時におけるビジネスシナリオの策定

課題

• 投資案の検討に関する指針がなく、案件ごとに視点

が不揃いである

• 決裁を得るためだけの現実味のない投資回収計画

しか作らない

目的

• 定量的・定性的な評価に基づく

投資案の実行可否判断

• 不確実性の可視化によるリスク

対応策と投資の可否判断検討

課題

• 投資評価方法・指標が経営方

針や戦略と整合していない

• 決裁者の経験と勘と度胸に

依存した意思決定をしている

目的

• 投資実行計画の進捗状況の把握

課題

• 投資実行中の環境変化に対応できない

• 不確実性に基づくシナリオ分析の欠如

１．投資案の作成

３．投資実行

４．事後評価

 IFRS導入に伴う管理会計制度の見直し
 組織再編やポートフォリオの見直し
 成長戦略に基づいたM&A
 巨額の設備投資・ R&D
 多額の減損損失

事業投資マネジメント
変革の契機

目的

• 投資効果（利益）の上積みを追求した

計画修正・追加投資

• 撤退判断の遅れによる損失拡大防止、

不採算案件からの撤退

課題

• 投資後の拡張・縮小・中止・撤退に

関する基準がない

• 最初に作った投資回収計画が見直され

ない（投資リスクの発現を放置）



投資管理プロセス全体が一体となって機能するよう、多岐にわたる項目を整合的に設計する必要があります。

同時に、実際の運用可能性を意識した業務フロー、フォーマットの検討が重要です。

「ルール／業務フローのデザイン」「規程／フォーマットへの落とし込み」「導入準備・導入」「運用定着・拡大」の各

ステップにおいて、他社事例や知見を活かした支援を提供します。

＜検討ステップ＞ ＜支援内容＞

• 新制度導入の意思決定用資料の作成支援

• 段階的導入に向けたステップの検討支援

• 社内展開に向けた研修の実施、手順書作成支援

• 投資管理規程の作成支援

• 起案時の申請フォーマットのデザイン支援

• 定量評価フォーマットの作成支援

• KPIの選定

• 定量・定性評価のルール整備

• 投資管理プロセスの再設計に関する支援

• 統合的業績管理の構築支援

• 投資実案件を使ったケーススタディの実施

• 運用に関する助言

• 運用開始後の課題分析と改善に関する支援

• 運用範囲の拡大（子会社展開など）に関する支援
運用定着・拡大

導入準備・導入

規程／フォーマットへ
の落とし込み

ルール／業務フロー
のデザイン

• グループ全体の投資枠設定・配分方針（事業別・国別）
• 目標収益率の決定方法
• 投資案件の優先順位付け方法 etc.

• 定量評価の方法・指標の選定・指標算出ルール
• 定性評価項目
• 不確実性分析の手法 etc.

• 投資実行の判断基準（定量・定性） etc.

• 事後評価の単位（個別案件ごと・案件グループごと）
• 事後評価の方法・指標及び減損会計との整合性 etc.

＜整備事項の例＞

１．投資案の作成

２．事前評価(意思決定）

３．投資実行

４．事後評価

＜各ステップ＞

• 撤退判定基準（時期・評価）
• 撤退に関してのリスク要因の選定 etc.５．出口戦略

• 業務フロー

• 稟議書デザイン
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投資管理の再構築に向けた主な整備事項

一般的な検討ステップとトーマツの支援内容

投資規定テンプレートイメージ

トルネードチャート

販売単価

為替変動

購買単価

市場規模

利益構造図（イメージ）
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